 (株)医療科学社の出版権侵害事件の経緯と背景に対する論評

　2005年7月4日に(社)日放技ウェブサイトに掲載された、いわゆる海賊版出版に関する謝罪広告とともに、熊谷和正(社)日放技会長が謝罪広告とは立場を異にする(株)医療科学社の出版権侵害事件の経緯と背景なる居直り記事に対して、これまで(社)日放技現執行部の数々の独断専行と金権政策を指摘し、全国の技師会会員の方々に彼らの退任を求めて署名をお願いしてきた発起人代表として、今回の彼らの卑劣な、目くらましの言い逃れと居直りを指摘し、今後の(社)日放技の是正に目を向けて頂けたらと願いを込めて論評させていただきます。

分かりやすいように、彼の言い分の段落の下に論評を記す形をとりたいと思います。

赤字は私の論評文です。

平成17年7月8日

社団法人日本放射線技師会

会員（No31598）　森永　宗史

日放技Top画面

謝罪広告

「放射線安全管理の手引き-　『放射線機器管理責任者』『放射線管理士』認定講習統一テキスト」の謝罪広告を掲示しています。（平成17年7月4日）

(株)医療科学社への出版権侵害事件の経緯と背景
謝罪広告
　当会は、当会が編集し、株式会社医療科学社（以下「医療科学社」といいます。）が出版権を有する書籍「放射線安全管理の手引き−『放射線関連機器管理責任者』『放射線管理士』認定講習統一テキスト」について、当会内部の執行部の交代等に伴い、医療科学社の出版権を十分に認識することなく、医療科学社の事前の了解を得ずに、上記書籍とほぼ同内容の「認定講習会テキスト」（3分冊のもの2種類）を製作・発行し、当会の会員に販売・頒布しました。

　ここに、出版権を有する医療科学社に対して、大変ご迷惑をお掛けしたことを深くお詫び申し上げます。

　当会と致しましては、今後、同じことが起こらないよう、契約管理、法令遵守を徹底し、再発防止に努める所存です。

　なお、当会が発行・販売いたしました「認定講習会テキスト」は既に販売を停止し、廃版と致しましたことをここにお知らせ致します。 
平成　17年7月4日
社団法人日本放射線技師会　　　　　

　　　　　会　長　 熊　 谷　　 和　 正
—————————————————————————————————
 (株)医療科学社の出版権侵害事件の経緯と背景

社団法人日本放射線技師会

会長　熊谷和正

１）事件の経緯

　本会、社団法人日本放射線技師会は、会員である診療放射線技師の職業倫理の高揚と、診療放射線学・診療放射線技術の向上に努め、国民保健の維持発展に寄与することを目的にしている公益法人です。

　この目的を達成するために、種々の事業を実施しておりますが、これら事業のうち、放射線医療の安全性を確保するために「放射線機器管理士」「放射線管理士」の専門資格の認定制度を設け実施してまいりました。両資格者とも、現在３０００名に達しており、それぞれの臨床現場で活躍していただいております。

　この講習会にて使用する教材の多くは、講師が作成配布する資料でありましたが、全国各地で実施する講習内容を統一するため、また、教材資料の整理改善のためにテキストを作成することにしました。テキストは、講師が配布した資料等を本会担当常務理事を中心にしたスタッフが編纂・追補を行い１冊のテキストとしてまとめました。これを(株)医療科学社に印刷・出版業務を依頼して「放射線安全管理の手引き」として平成14年4月に第1版として刊行しました。（A4版439頁定価8,500円）

　その後、本会は本出版物を前記講習会の指定テキストとして使用しておりましたが、会員からは出版物が分厚く重量も大きく使い勝手が良くないこと、高価であること、さらには、そもそもテキスト購入は任意であるべきはずであるが、テキスト綴りこみレポート用紙の使用が義務付けになっており、購入が強制されている、等の不満が相次ぎました。また、そのころに関連法令の改正が実施され内容的に陳腐化したことと、単位誤記、数値間違いなどの問題点が少なからずあったため、3分冊の新たな専用テキストを作成することにしました。その結果、廉価（定価3500円）で使い勝手の良い新本が完成しました。

“廉価”の誤り：本年4月22日に私が問い合わせた医療科学社の回答を配信しているように、「同テキストは定価8,500円と高いから技師会員に安く提供するために海賊版発行を企図したのだという主張も聞きますが、実際には技師会に対しては4,700円で卸し、なおかつ著作権料を定価の10％　850円をお支払いしていたので、実質3,850円で、海賊版と比べても格安で提供してきたことをご理解いただきたいと思います。」とあるように、3,500円が必ずしも廉価とはいえないことが分かる。また、熊谷は一律3,500円で販売していたかのような表現であるが、時期により5,000円であったり、4,000円であったり、3,800円であったりした事実を隠している。

　販売価格に関しては、編集に関わる費用を一切省いている海賊版であるから安くできるのは当たり前である。

　それよりも何よりも、6/27第5回弁論調書（和解）において示された謝罪広告条項の趣旨に反し、違法出版を正当化するもので、和解条項を履行しているとは言えないものである。。泥棒を認定されてなお民に施しをしたから咎はないとは、いわばネズミ小僧ばりの居直りである。

　一方、「放射線安全管理の手引き」なる本は、上記の作成経緯からして当然本会に著作権はもちろん出版権もあるものと考えていた私はじめ担当常務理事等は、新しく完成したテキストを作成、頒布すること等になんらの疑義も持っておりませんでした。ところが何と出版権は?医療科学社に与える旨の契約書が存在することが後日判明し、それが原因で今回の訴訟に発展してしまった訳で、私たち執行部は大変遺憾に思っております。

“遺憾”の意味：遺憾と認識しているなら、責任をとって辞任すべきものであり、それが公益法人の長たる者の通常のあり方である。この言い訳では、著作権法を全く知らず、出版権を侵害しているとは知らなかったとの主張であるが、丸ごとコピーして頒布、販売すれば犯罪となることぐらいは素人でも分かることである。若干の修正のために関連研究会を通じて依頼した過程において、出版権や著作権の問題をクリアしているかとの質問に問題ないとしているのであるから確信犯であったと思われる。仮に熊谷会長が出版に関する法規や慣行に素人であると仮定しても、海賊版を編集印刷したのは(株)日放技出版会というプロであり、知らなかったということは通用するわけがない。

２）訴訟の経緯と結果

　平成16年9月16日、(株)医療科学社の代理人から通知文が到着。「通知者の了解なく三分冊を複製配布している。違反行為なので当該印刷物の複製配布を中止し、在庫品を廃棄し、製作部数等を明らかにせよ。」との内容でした。

　その後、平成16年10月7日に東京地方裁判所民事から審尋期日の通知があり、10月18日には、当方および相手側からの第1回事情審尋がありました。平成16年11月10日には第2回審尋が実施されました。

　この中で裁判所より、本件は主として講習会用テキストとして利用されることを目的に出版された出版物の出版権が争われており、著作権が問題とされるような事件ではないことから、経済的利害の調整を中心に紛争の解決を試みようとする方向性は、極めて一般的でありかつ妥当な方向だと提示されましたが、相手側は、裁判所が示した和解の方向には一顧だにせず、もっぱら仮処分決定を求めました。その結果、第2回審尋の同日、仮処分決定がなされました。　その内容は、債権者は債務者のために100万円の担保を立てること。債務者は三分冊の印刷・製本・販売または頒布をしてはならない。という仮の処分でした。

　“著作権”を強調する意図：著作権は編集したことになっている(社)日放技にあるというのが熊谷らの雑誌やネットワークナウなどでの再三の主張であるが、著作権があろうとも出版権の侵害、すなわち著作権法違反に相違ない。そもそものこの書籍の著作者は医師や企業社員などを含む30余名にわたる個人であるが、そのことを無視し、著作権があたかも(社)日放技執行部にあるかのごとき専横な見解である。海賊版発行にあたりそれら多数の著作者に了解を得たのであろうか極めて疑わしい。

　“仮処分”の曲解：熊谷会長は仮処分決定が出された2004年11月10日当日夜に以下のメールを都道府県技師会長宛にメールを出している。「本日の処分は以下でした。」とし、「１.今後の販売停止：可、　２.回収要求については：否、　３.損害賠償についても：否、４.費用のＪＡＲＴ負担：否、したがって、センタ−でのテキスト販売は今後停止することになりますが、今のところ、認定試験の中止等は考えておりません。また、既に購入されたテキストについては、そのままです。」　仮処分とは放置すれば損害が拡大するのを防ぐために行う緊急性を認めた法的処置であるので、熊谷氏の言うような結果がどうなるか分からないというような意味での仮ではない。今回の和解条項でも明記されているように、2.回収、3.損害賠償が想定されている決定であることは理解できるであろう。いまだに一つ覚えのごとき「仮の処分」は通用しない。法への無知・素人を装った素人のたぶらかしを意図した解釈であることは疑いない。

　その後、(株)医療科学社を原告とする訴状が東京地方裁判所に提出され、平成16年12月27日に裁判所から「口頭弁論期日呼び出し及び答弁書催告状」が届きました。訴えの内容は、一千数百万円の損害賠償請求と三分冊の印刷・製本・販売または頒布の禁止、そして在庫品の廃棄処分及び訴訟費用の被告負担を求めたものです。第1回口頭弁論は平成17年1月25日でした。以降、平成17年6月27日の和解成立まで6回の手続きが開かれました。その中で再び裁判所からの和解勧告がなされました。そしてここに来て、あくまでも判決を求めていた原告も裁判所の和解勧告に応じました。和解の条件は、和解金として本会が原告に420万円を支払うこと、本会が謝罪文を広告すること、契約期限が切れるまでは三分冊テキストの販売・頒布をしないこと、の3条件でした。本会は、原告である(株)医療科学社との間で取り交わされた契約書が存在する事実がある以上、この和解勧告を受け入れることが得策であるとして平成17年6月19日開催の理事会で決定し、和解に至りました。

　理事会決定の不当性：海賊版裁判に関して、熊谷氏らは「係争中につき」という理由で何ら裁判経過を明らかにしてこなかった。それは、理事会においても6/3総会においても明らかにしていない。にもかかわらず、経過を開示せよとの理事の要求に対しても拒否して、損害賠償金だけは(社)日放技会計から支払うと反対2名、保留4名、賛成多数で決議したとのことであるが、裁判の内容と経過を知らずしてどうして決定できようか。　このことは、熊谷執行部が理事会をも私的に引き回していることを示している。内容も知らずして、違法出版を実行した執行部の責任の尻拭いを決議するなど(社)日放技会員に対する背信行為である。またもや無効な決定を行っているのである。

　「和解勧告を受け入れることが得策」の意図：(社)日放技会員は得どころか、既に多大な損害を被っているのである。その損害は、損害賠償金（解決金）420万円に止まらない。顧問弁護士が予算の3倍になったという弁護士料をはじめとする訴訟費用、そして違法出版に費やした出版費も含む費用が既に支出されていのである。これらの費用を我々会員が払う義務があるのかよく考えてほしい。出版計画、裁判経過いずれも何ら知らされておらず、承認もしていない者に支払う義務があるはずはない。では誰が負担すべきか。違法出版を指揮・実行した者であることは常識であり、自明かつ明白である。

「和解勧告を受け入れることが得」と言えるのは、損害賠償を免れるために(社)日放技会計から支出することを決めさせた、熊谷会長以下の違法出版を指揮・実行した役員達である。

　禁止条項の曲解：「契約期限が切れるまでは三分冊テキストの販売・頒布をしないこと」と禁止条項に関して、「印刷・製本」を省いているが、これは販売・頒布はしないが、印刷・製本はする、あるいはこれまでに印刷したものを隠し持っているということを意味するのであろうか。衣の下から鎧が見えるような怪しい表現であるが、くれぐれもそのような悪あがきには協力しないよう、公益法人の名誉をさらに一段と傷つけるようなことをしないよう、役員や職員に予め注意を促しておきたい。

３）このような状況が発生した本会の背景

　本会は、この文書の冒頭に述べたとおり、国民の医療福祉の維持向上のための種々の事業を行っています。中でも、診療放射線技師の継続教育は最も基本的な重要事業です。昨今の国民の医療に対する要求を鑑みたとき、従前の教育事業の抜本的見直しと再構築は焦眉の急でありました。しかし、そのための経費をすべて会員の負担に委ねることは事業の推進上好ましいことではありませんから、会の財政事情の改革によって対応しようと考えました。現執行部が前執行部から引き継いだ初年度である平成14年度の決算では、会誌・ニュース紙の定期刊行物経費額が2億4千万円を超える額であり、総事業費に占める割合が85パーセントを超えるほどの多額支出を許していました。それに対して教育関係支出は、たったの880万円のみでありました。この状況を是正するために、本会の定期刊行物の印刷・出版を請け負っていた(株)医療科学社との関係を絶ち、技師会内部に出版を担当する部署を置こうと考えました。しかし種々の理由から独立した法人にしたほうが効果的だと知り、新たな出版社（日本放射線技師会出版会）を立ち上げ、本会定期刊行物の出版・頒布業務を委託しました。医療科学社への委託期限の時期（平成１５年１２月号まで）のこともあって、とにかく早く立ち上げなければならないとの理由と、医療科学社との不利な取引の轍を踏まないためにも、役員のコントロール下に置く必要性から出版会の立ち上げに本会役員が関与しました。また、特定な役員に偏らない集団関与の機能を持たせるためにも、関与役員は正副会長とベテラン常務理事の複数にしました。

このことによって、平成16年度決算においては定期刊行物経費を、金額にして1億3千万円、総事業費に対して41パーセントにまで削減させることができました。逆に教育関係経費は3千万円あまりにまで増額できています。　このように、過去は異常とも言えるほどの高額な定期刊行物経費を十数年にわたって支出し続けてきた相手は、今回の原告である(株)医療科学社でありました。

　(株)日放技出版会の不当性：意図的に(株)日放技出版会から意図的に株式会社をとり、(株)日放技出版会が技師会の組織であるかのような錯覚を抱かせる表記を行っている。実施したかどうかも確認できない2004年4月の報酬2ヶ月分の返上や取締役を辞任した目くらましなどもなかったかのような口舌である。「早く立ち上げなければならない」ので、理事会や会員に株式会社設立後数カ月もなぜ隠蔽する必要があったのか。2003年11月7日に設立を決めたという常務理事会の議事録もない、(株)日放技出版会との契約書も出せないのでは架空の作り話であると言わざるを得ない。
　また、昨年の総会において技師会がコントロールするといっておきながら、株式会社の業務報告、財政報告、人事などの報告を一切行っていない。

　出版関係費を削減したという中には技師会に入れるべき2,000余万円の広告費を(株)出版会に渡しておきながら、それにあいかわらず言及しないまま、収入が2,000余万円減ったことに言及していない。このようなまやかしの上に積み上げた数字は信用に値しないことは明白である。

　かつて、医療科学社と本会の関係は、単純に「特別」というような言葉では表現できない関係でした。本会はその業務内容からして、印刷・出版関係の業務が多々発生する組織です。そのような中で、その種の業務が発生した場合は、担当役員は疑いも無く必ず(株)医療科学社に仕事を振っていました。これは、会の中にそのような雰囲気が醸成されていたからで、あたかも(株)医療科学社は事務局の中の一部所であるかのごとくでした。何か新たな出版が必要になったり企画が発生した折には、その委員会には必ず(株)医療科学社の社員が委員として入るのが常でしたし、そのことが当然のこととなっていたのです。この方式に疑義を差し挟んだり相見積もりを取ったりする常務理事は皆無でした。常務理事はすべからく(株)医療科学社は献身的に本会に貢献してくれているものとの錯覚を持っていたと言えるかもしれません。

　(株)医療科学社は、本会から定期刊行物の業務委託を停止されたことについて、本会に抗議する旨のチラシを各都道府県放射線技師会に配布したことがありましたが、その中に「弊社は放射線技師の方々のために献身努力してきました」という下りがありましたが、当時の常務理事等、本会の実働部隊の全員は(株)医療科学社に対し、企業利益を問題外にしている企業のような誤解を持っていたことは確かです。会自体がこのような雰囲気の下でしたし、常務理事会でも出版が絡む企画委員会に(株)医療科学社社員を加えることが決められても、契約書に関することが話題に上ることはなく、すべての出版物について"契約書"が存在していたことなど考えも及ばないことでした。本会がこのような状況下にあったことは、胸を張って言えることではありません。しかし、そのよう雰囲気と状況が会の運営面で出来上がっていたことを、ご理解いただきたいのです。

　過去の熊谷氏の役割：現在の理事の中で、理事、常務理事、副会長をもっとも長く務めてきたのは熊谷氏である。それは20余年の長きにわたる。このことは、上記の説明は天に唾する行為にほからない。永きにわたって仕えてきた前会長から禅譲を受けたとして新会長に就任したと言われている熊谷氏の来歴から考えると、その人間性を疑わせるに足るエピソードであろう。

　(株)日本放射線技師会出版会の発端は、執行部の一部が関与して設立したことに間違いはありません。しかし、関与した役員は、財政改革を成そうと言うきわめて純粋な会を思う気持ちからであり、それまでの極端に偏った財政配分の状況下からの脱出が目的であり、私利のかけらも有りません。出版会への定期刊行物の委託は1６年１月に始まりましたので、すでに平成15年度決算でもこの効果が若干現れていますし、その後の経費縮減の実績を見ていただければ一目瞭然のことと思います。

「純粋な会を思う気持ち」の疑問：純粋に会を思う気持ちがあるなら、不祥事の責任をとってとっくに辞任していたであろう。なんと言っても、利益相反行為や販売権侵害など違法行為を無知で言い繕う公益法人の代表をいまなお頂いているなどまさに社団法人日本放射線技師会の名誉を汚しているのであるから、自らその職を辞するのが常識的な対応である。それを自ら指名した常務理事の多数の票に依拠した理事会決定を振りかざし、1,300万とも1,500万とも言われている専従会長職報酬や会長の様々な権限を手放ししたくないという利己的な動機としか見えない。

４）今後の本会の姿勢

　本会は、30年以上にわたって前会長体制が続いてきました。このことの是非についてここで議論をしませんが、副会長や常務理事にも分からない多くの事情があったことは確かです。かって、本会の出版関係業務には必ず(株)医療科学社が絡んでくる事実は、表に見えない諸事情を代表する象徴的なものであったのです。いずれにしても、私たち現執行部は本会を今の時代に遅れを取らない、しっかりした組織にしたいと考えていますし、そのための改革を継続していく考えです。今回の訴訟事件は、そのような改革の流れの中での歪み是正に伴って排出されてきた"膿"であったと受け止めています。

　またもや、前会長時代の負の遺産との対決などという一見ありがちそうに見える類型的パターンに持ち込もうとしている。そのような動機を仮定したとしても、公益法人が営利法人を設立すること、(株)日放技出版会を極秘裏に設立したこと、取締役に熊谷ら一部の側近のみしか登用していなかったこと、議事録を改竄と脚色したこと、監事の監査業務に対する無視と偽造文書によって陥れたことに基づく監事謝罪、医療放射線被ばく記録手帳の独断的マスコミ発表、ネットワークナウへの匿名の偏向投書掲載、全会員の意志を確認しない定款改訂手続きなど数々の行為の動機は、単なる個人的軋轢とするには到底不可能行為の数々である。
　独断専行と金権がその本質であるとする見方がこれらを無理なく説明できる。

　今後も改革を続けていくつもりですが、今回のような事件が起きないよう、大胆な改革の中にも慎重さと注意深さを以ってまい進いたしたいと存じます。

　会員の皆様のご理解、ご支援、ご協力をお願いして、訴訟事件の報告といたします。

　「改革」と称するのは、会員から収奪する仕組みの構築がその本質であり、その時々に応じた言い訳は一貫性を欠くその場のしのぎの言い逃れに過ぎないことを見抜いて置かねばならない。

　これらのやり方は、現政権の「改革」の名の下で、財政破綻を来す借金の増加、国民への増税と負担の強要、衆愚向けパーフォーマンス、責任ある説明の拒否などとよく類似すると一度理解すれば、一見格好をつけているように見えるその裏の真実が理解できるものと思う。

平成17年7月4日

社団法人日本放射線技師会

　　　　　会　長　 熊　 谷　　 和　 正

　全国(の(社)日放技会員に「独断専行と金権」の(社)日放技から、情報公開と公正な運営の(社)日放技に是正することにご協力、ご支援をお願いし、謝罪広告への邪（ヨコシマ）な「経緯と背景」の説明に対する論評とさせていただきます。
平成17年7月5日

社団法人日本放射線技師会

会員（No31598）　森永　宗史

